
伊方原発訴訟を支援する会(電錨凛墓警鼎殴燻爾霜鶴15,I亀瑚霧慧)

支離滅裂の国側釈明に対し

再度の,そ して追加の釈明要求

伊 方 訴 訟 ニユー ス

被告国側は,その準備書面 (2)(「 訴訟ニ

ュース」今月号まで連載 )で,つ ぎのように

居直ちていた。すなわち,伊方原発はスリー

マイル島原発と,基本的な設計・構造に差が

あるから,ス リーマイル島のような事故は起

こり得ない。そして,そ うした差違について

は,す でに安全審査で確認しているので,ス

リーマイル島事故と本件訴訟は関係ない, と。

そして, とくに準備書面の第四の項で,両原

発の基本的な違いなるものを,得得とのべ立

てていた。

ところが,原告住民側から,「 それでは,

第四の項にある各事項は,被告国側が明確な

定義もしないままで使ってきている「 基本設

計 」に該当するのか」と釈明を求められたの

に対し,その準備書面 (3)で ,支離滅裂の

答弁を返してきた。すなわち,「 加圧器逃し

弁に空気作動式のものが使用されていること,

7Jn圧器逃し弁に元弁が設けられていること,

及び運転員が手動によってECCSの 流量を

絞ることができないようになっていること」

の三点は,「 基本設計 」に該当しない, と。

この三点は,準備書面 (2)で も,ス リーマ

イル島原発との, とくに重要な差であるかの

ように扱われていた。つまり,国側は,こ れ

らの三点は,安全審査でも対象としなかった

し

し

第 73号

1979年 9月 20日

ほど,主要な差でないことを自ら認め,「 伊

方原発もスリーマイル島原発 も基本的には同

じ」という原告住民側の主張に一歩譲ったこ

とになる。

この点を確認するために,原告住民側は,

9月 13日付で準備書面 (3)を提出し,つ

ぎのように再釈明を求めた。 (9頁に続 く )

控訴審第 5回公判

9月 26日 (水 )午前 10時 30分
高松高裁 6階法廷

あきれはてた国側釈明書に対する再度

の求釈明と,ス リーマイル島原発と伊方

原発との“基本的差異 “と国側が称する

事項についての追加求釈明とに対し,果

して国側はどのように答えるのか。

伊方原発 2号炉訴訟第 2回公判

10月 2む 日(月 )午前10時
7    松山地裁大法廷

スリーマイル島原発事故に関連して,

住民の不安と怒 りを無視した2号炉許可

処分の不当性を,住民自らの手で書き上

げた準備書面が陳述される予定。
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被控訴人 (国側 )準備書面 (2)

(そ の 3;連 載 最 終 )

第四 本件原子炉とTMI事故

本件原子炉におぃてはTMI事故のような事象は起こらない
TMI二号炉は:本件原子炉 と同じく加圧 i
水型原子炉 (加圧水型原子炉の構造と発電の

仕組みとについては,被控訴人準備書面 0
105～ 106ペ ージ参照 )に属するもので
あるが,木件原子炉とTMI二号炉とは,前
述したように,その基本的な設計,構造等を

大きく異にしている。このため,本件原子炉

は,以下詳述するとおり,個 々の具体的な設

計,構造等においてもTMI二号炉とは大き
く異なり,更に,その運転管理においても十

分な事故防止対策が講じられているので,T
MI事故のような事象が起こることは全く考
えられない。

一 TMI事 故における起因事象について
TMI事 故は,前述したところから明らか
なように,主給水系による給水が喪失したこ

とと補助給水系による給水に失敗したことが

重なって二次給水系による蒸気発生器への給

水が完全に喪失し,こ のため二次冷却水によ

る一次冷却系の除熱ができなくならたことに

起因している。

1 主給水系について

0加 圧水型原子炉では,蒸気発生器細
管を介して二次冷却水から熱を伝えられた二

次冷却水は蒸気となってタービンに導かれ,

タービンを回転させた後,復水器において水

に戻され,再び蒸気発生器へ導かれる。この

ような二次冷却系内の二次冷却水の循環は,

平常運転時には主給水ポンプによって強制的

に行われている。

ところて,TMI二 号炉や本件原子炉にお
いては,二次冷却水の水質を良好に維持する

ため,復水器と主給水ポンプとの間に復水脱

塩装置を設けている。この装置は脱塩塔と再

生塔とからなり:常時二次冷却水を脱塩塔内
のイオン交換樹脂を通すことにょって二次冷

却水中の塩分や微小な塵あいを取り除いてい

る。このイオン交換樹月旨は,長期間使用する

ことによってその性能が低下するため,運転

中定期的にこれを再生搭に移送して再生操作

を行っているが,こ の両塔間の移送には空気

が使用されている。

O TMI二 号炉では,こ のイォン交換
樹脂の移送の際に用いられている空気と同一

系統の空気を使用して,復水脱塩装置の出口

に設けられている二次冷却水の流量を調整す

るための弁の制御をも行っていたものと推測

されるが,こ の空気を送る配管内に復水脱塩

装置からの水分が混入したことによって右の

弁がすべて閉じ,二次冷却水の流れが止まり,

主給水ポンプが停止したものと推測されてい

る。

0 ところで,本件安全審査においては,
本件原子炉の主給水系には,全給水量の五〇

V

‐
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バーセントに相当する容量の主給水ポンプ(

電動 )が三台設置されており(乙第一号証の

二 8-81ペ ージ ),平常運転時には右ポ

ンプのうち二台の運転でその全給水量を確保

し,仮に何らかの原因でそのうちの一台が停

止しても予備の一台のポンプが起動する設計

となっており,ま た,二次冷却水の流量調製

用の弁を制御するための空気は復水脱塩装置

で用いられる空気 とは全く別系統から送られ

る設計となっていること(同 8-132ペ ー

ジ )を それぞれ確認しているのであって,右

安全審査の内容から判断すれば,本件原子炉

.に おいては,TMI二 号炉において起こった

と推定されているような復水脱塩装置からの

右制御用空気系への水分の混入,更にはこれ

に起因する主給水ポンプの停止といった事態

が起こる可能性は全 〈存しない。

2 補助給水系について

0補 助給水系は,主給水系による蒸気

発生器への給水が喪失するような事態が発生

した場合に,自動的に作動して,蒸気発生器

において一次冷却系の除熱を行い。 もって原

子炉停止後の炉心の崩壊熱を除去するために

設けられているものである。

TMI二 号炉や本件原子炉の補助給水系に

は,補助給水を蒸気発生器へ送り込むための

ポンプとして,電動の補助給水ポンプニ台及

びタービン駆動の補助給水ポンプー台が設け

られており,主給水系による給水が喪失して

も,右三台のうちのいずれかす台が起動して

蒸気発生器へ水を注入することができれば,

原子炉停止後の崩壊熱を十分に除去すること

ができるようになっている。

そして,こ の補助給水ポンプの出口側には,

補助給水ポンプの機能試験や補修の場合に,

これらを隔離するための弁が設けられている。

O TMI事 故においても,主給水系に

よる給水が喪失した際に,電動の補助給水ポ

ンプニ台及びタービン駆動の補助給水ポンプ

ー台のすべてが設計どおり起動したが,技術

仕様書に違反して,補助給水ポンプの出口側

の弁のうち蒸気発生器に最も近いもの (電動

弁 )を すべて閉したまま運転していたため,

捕助給水を蒸気発生器へ注入することができ

なかった (こ のような結果となったのは,補

助給水系の点検に際し,原子炉の運転中であ

るにもかかわらず閉じ,しかもその点検終了

後 もこれらを開放しなかったという重大な過

誤によるものである6)

0 ところで,本件安全審査においては,

本件原子炉には,主給水系による給水が喪失

した場合に備えて,いずれの一台によっても

炉′ふの崩壊熱を除去するには十分な容量を有

する三台のポンプから構成される補助給水系

が設けられ,なかかつ,右三台のうち二台は

外部
′
電源が喪失した場合に備えて非常用電源

をもその電源としており,残る一台について

は蒸気発生器で発生した蒸気の一部を取り出

して駆軟 タービン駆動 )さ せるようになっ

ているので,た とえ主給水が喪失したとして

も補助給水系によって十分給水が確保される

ことを確認している (乙第一号証の二 8-

80～ 8-84ペ ージ )。

ちなみに,本件原子炉においては,その設

置者たる訴外四国電力株式会社が作成した伊

方一号炉の運転や定期点検に関する規定によ

れば,原子炉の運転中に補助給水系の検査や

補修作業を行 う場合には必ず一系統ずつ行う

こととなってかり,更に作業終了後は,保守

担当者と運転担当者とが合同で作業の終了状

し

-3-



況や弁の開閉状況等を確認することとなって

いるなど,保守作業のチェック管理システム

が整備されているので,こ の点からも,TM
I二号炉において起こったような補助給水系

の作動失敗が起こることは考えられない。

二 TMI事 故における:各種の異常拡大事象
について

TMI事 故は,既に述べたように二次給水

系の給水喪失という異常に端を発したのであ

るが,そこに,原子炉格納容器がECCSの

起動と同時に隔離されるような設計となって

いなかったことや加圧器逃し弁が一次冷却系

の圧力低下に伴 って閉 じなかったことなどの

設計の不備,設備の故障,運転操作の誤り等

が右異常の拡大事象 として加わって事態が大

きくなったものである。

1 蒸気発生器について

0蒸 気発生器は,原子炉圧力容器内に
おいて発生した熱をその細管を介して二次冷

却水に伝える役割を担 うものである。そして,

蒸気発生器において二次冷却水は蒸気となっ

てターピンに導かれ,一方,蒸気発生器にか

いて熱を伝え終えた一次冷却水は一次冷却材

ポンプによって再び原子炉圧力容器に送られ

る。

0,TMI二 号炉の蒸気発生器は,前述
したように,貫流型過熱式蒸気発生器とも呼

ばれているものであって,他の型式
`の
蒸気発

生器と比べ蒸気発生器二次側の保有水量が極

めて少なく,主給水系による給水が喪失した

場合には,蒸気発生器にかける二次冷却水の

蒸発によって一次冷却系を除熱する能力は急

速に低下するので,一次冷却系の圧力は急上

昇し,こ の結果,原子炉は停止するが, この

際仮に補助給水系による給水がなされないと

想定した場合には,蒸気発生器二次側の保有

水は極めて短時間で蒸発して無 くなるので,

このような蒸気発生器を採用している原子炉

においては補助給水系の迅速な作動が常に要

求されるものである。

∈)と ころで,本件安全審査においては,

本件原子炉の蒸気発生器には二次側の保有水

量が多い前述の再循環型飽和式のものが採用

されることを確認している(乙第一号証の二

8-50～ 8-52, 8-58ペ ージ )ので

あって,右安全審査の内容から判断す4ば ,

本件原子炉の蒸気発生器二次側には,運転中

常に蒸気発生器一基当たり約五〇 トンの二次

冷却水が保有されてぉり(これをTMI二 号
炉の蒸気発生器の保有水量と比較すれば,単

位出力当たり約二倍となる。 )、 主給水系及

び補助給水系による給水が喪失した場合でも

原子炉停止後約三〇分間 (TMI二 号炉にふ
いては約二分間 )は二次側の保有水の蒸発に

よる一次冷却系からの除熱が可能であり,二

次側の給水喪失による原子炉べの影響はすぐ

には現われない (し たがって,仮にTMI事

故のような二次側の全給水喪失という事態を

想定したとしても,本件原子炉の方がTMI
二号炉よりも補助給水系を作動させる時間的

余裕がはるかに大きいことにもなる。 )

なか,木件安全審査においては,本件原子

炉では蒸気発生器が原子炉圧力容器よりも高

い位置にあるため,一次冷却水が循環しやす

いことを確認しており(乙第一号証の二 8
-15ペ ージ。なか,TMI二 号炉は,蒸気
発生器と原子炉圧力容器とがほぼ同じ高さに

あるため,一次冷却水の自然循環が確保しに

くいものである。 ),右安全審査の内容及び

前述したような補助給水系の作動の確実性か
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ら判断すれば,た とえ,主給水喪失と同時に

一次冷却材ポンプが停止し,一次冷却系内の

一次冷却水の強制循環ができなくなったと仮

定しても,一次冷却水は自然循環し,炉心の

崩壊熱を確実に除去することができるのであ

る。

2 二次冷却水の給水喪失と原子炉の停止
について

0加 圧水型原子炉においては,主給水

系による蒸気発生器への給水が喪失した場合

には,二次冷却系の一次冷却系を除熱する能

力は,蒸気発生器二次側の保有水量の減少に

伴い低下する(し たがって,その除熱能力は

保有水量の多寡に応じて大 きく異なる。 )の

て,で きるだけ速やかに原子炉を停止する必

要がある。

なか,前述したように,原子炉運転時の熱

出力は原子炉停止後に発生する熱と比べて格

段に大きいものであるから,右除熱能力が低

下するような場合において原子炉停止が一秒

でも遅れることは,除去すべき熱量の上にお

いて顕著な差異を生ずることとなる。

O TMに 号炉では,主給水系による

蒸気発生器への給水が喪失した場合において

も,それのみによっては原子炉は停止するこ

となく,それによる影響がす次冷却系にまで

及び一次冷却系の圧力が高くなって初めて原

子炉が停止するような設計となっている。

C)本 件安全審査においては,本件原子

炉は,主給水系による蒸気発生器への給水が

喪失した場合には,蒸気発生器二次側の水位

が通常よりも低下しただけて原子炉は自動的

に停止するような設計となっていることを確

認している (乙第一号証の- 10～ 11ペ

Tジ )の であって,右安全審査の内容及び前

述の蒸気発生器の構造から判断すれば,本件

原子炉は,た とえ二次冷却系の主給水が喪失

したとしても,それによって一次冷却系の圧

力が異常に上昇するという事態には至らない

のである。ということは,本件原子炉におい

ては,た とえ運転中に主給水が喪失 L´ たとし

ても,実際には,TMI事 故の場合に起こっ
たような,加圧器逃し弁が作動して開くとい

う事態さえ起こり難いということを意味する。

3 加圧器逃し弁について

←)加圧水型原子炉においては,運転時

における一次冷却系内の圧力変動に対応して

これを一定に保つとともに,一次冷却材圧力

パタングリの健全性を保つため,加圧器を設

け,こ れによりす次冷却系内の圧力を調整し

ている。

加圧器には,上部にスプレイノズル,逃し

弁及び安全弁が,ま た底部に■一夕丁がそれ

ぞれ設けられている。そして加圧器の内部は,

通常その上半分が蒸気 (気相 ),その下半分

が水 (液相 )の状態となっている。

一次冷却系内の圧力を上昇させる場合には,

ヒーターで加圧器内の一次冷却水を加熱して

蒸気を発生させることにより圧力を高 くし,

また,逆に圧力を下げる場合には,ス プレイ

ノズルから冷水を噴出させて気相部の蒸気を

凝縮させることにより圧力を下げる。更に,

スプレイノズルからの冷水の噴出のみによっ

ては一次冷却系の圧力を十分低減させること

ができない場合には,逃 し弁が開 き,更に逃

し弁によっても圧力を十分に低減させること

ができない場合には安全弁が開いて,気相部

の蒸気を放出することにより圧力を低減する。

逃し弁及び安全弁の開閉すべき圧力はあら

かじめ設定されており,それらの弁は,それ

-5-



ぞれの設定圧力に応して,一次冷却系内の圧

力が上昇した場合には自動的に開き,ま た低

下した場合には自動的に閉じる。なか,逃 し

弁が開放固着した場合等に備えて中央制御室

からの遠隔操作が可能な電動の元弁を設けて

いる。

O TMI二 号炉において長時間にわた

って大量の一次冷却水が加圧器逃し弁から原

子炉格納容器内へ流出してしまった原因は,

第一に,TMI二 号炉の加圧器逃し弁には構

造が複雑な電磁式先駆弁方式 (一次冷却系内

の圧力があらかじめ設定された圧力にまで上

昇した場合にソレノイド(電磁石の一種 )に

電流が流れ, ソレノイドの電磁力によって先

駆弁を作動させ,こ れによって木弁が開く方

式。 )の ものが使用されていて, これが故障

して開放固着したことであり,第二に,TM
に 号炉の加圧器逃し弁は,その構造上,開

閉の状態を直接的に検知できるようにはなっ

てからず,こ のためソレノイド電流の有無に

ようて中央制御室の開閉表示を行っていたと

ころ,TMI事 故においては,逃し弁の開放
による加圧器の圧力低下に伴い同弁を閉じる

べ くソレノイ ドの電流が停止したが,同弁が

開放状態のまま固着し,実際には閉じていな

かったにもかかわらず,中央制御室にはソレ

ノイ ド電流の停止に従い「 閉 」という誤った

表示が出てしまったため,運転員が元弁を閉

じるべきことに気付かなかったことである。

∈)本件安全審査においては,本件原子

炉の加圧器逃し圧には,構造が簡単で作動の

信頼性が高く,かつその開閉の状態を直接的

に検知し,こ れを中央制御室に正しく表示し

得る空気作動式 (一次冷却系内の圧力があら

かじめ設定された圧力にまで上昇 した場合に

制御用空気が送られ,こ の空気圧力によって

弁が開 く方式。 )の ものが使用され,更には,

逃し弁が万一開放固着した場合においても電

動によって閉じることのてきる元弁が設けら

れていることを確認しているのである (乙第

一号証の二 8-53～ 8-57ペ ージ )。
したがって,本件原子炉においては,TM
I二号炉のように加圧器逃し弁が開放固着し

そこから長時間にわたって一次冷却水が原子

炉格納容器内へ流出するといった事態は起こ

り得ないのである。

なか,TMI二 号炉では,前述したように,

加圧器逃し弁あるいは安全弁から一次冷却水

が漏洩していたにもかかわらず運転を継続し

ていたため,同弁の出口側の配管温度が既に

上昇していたことも逃し弁の開放固着に長時

間気付かなかった一因となったと思われるが,

本件原子炉においては,機器の故障等の異常

が発生した場合には早い時期に十分かつ適切

な措置を講ずることとしているのであり,加

圧器逃し弁あるいは安全弁からの漏洩を看過

したまま運転を継続するごとはないのである。

4 ECCSに ついて

C―H ECCSの 主たる役割は,一次冷却
材喪失事故時において,その喪失の態様に応

じて炉心の冷却に必要な冷却水を注入するこ

とである。

O TMI二 号炉では,一次冷却系の圧

力の急激な低下に伴い,一次冷却系内に気泡

が生じ,加圧器水位計の指示は一次冷却系の

水量を正しく示さなくなったにもかかわらず,

右加圧器水位計の指示のみに基づいて,運転

員がECCSの 一つである高圧注入系による

冷却水注入によって一次冷却系が満水状態に

なったものと判断して,右高圧注入系を停止
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したり,あ るいはその流量を絞ったりしたた

め,一次冷却水が長時間にわたって大量に加

圧器逃し弁から流出し続けたこととあいまっ

て,高圧注入系としての所期の性能を発揮さ

せることができず,燃料の破損をもたらした

ものと推測されている。

0 ところで,本件安全審査では,本件

原子炉のECCSに ついては,その注入圧力
が原子炉運転時にかける一次冷却系の圧力よ

りも低いものであるため,注入を続けて一次

冷却系が満水状態になったとしても一次冷却

材圧カパタンダリの健全性を損 うものではな

わこと (乙第一号証の二 8-32～ 8-6

7ページ ),一次冷却系の圧力や温度等原子

炉の状態を正確に把握するに必要なデータが

中央制御室に表示されること(同 8-9ペ ー

ジ )及び運転員が手動によって流量を絞るこ

とのできないようになっていること(同 8-

74ペ ージ)を確認し, またECCSの `性能
については,炉心冷却の観点から見て最 も厳

しぃ一次冷却系低温側配管の破断について,

その破断面積を大はギロチン破断に相当する.

約〇・八平方メートルから小は○ 。○五平方

メー トルに至るまで数種想定して解析した結

果, いずれの場合においてもECCSは 所定
の炉心冷却機能を有することを確認している

(乙第一八号証 9ペ ージ及び同第五号証 26～

",52～
53ペ ージ )の である。

したがって,右安全審査の内容から判断す

れば,本件原子炉においては,た とえ高圧注

入系が作動するような事態が生じたとしても,

TMI事 故のように運転員が右高圧注入系を

早期に手動で停止することはなく,その流量

を絞ることもできないので,ECCSが 所期

の性能を発揮せずに燃料が破損したり,水素

が大量に発生したりすることはないのであっ

て,ま してや控訴人らが主張するように,炉

心溶融や水素爆発に至ることはなく,ま た,

水素による原子炉圧力容器の脆性破壊も起こ

ることはないのである。

なか,右安全審査において確認されたEC

CSの性能から判断すれば,TMI二 号炉に

おいて発生したような加圧器逃し弁開放固着

による一次冷却水の流出の場合 (TMI二 号

炉及び本件原子炉のように元弁を設けている

原子炉においてこのような事態が発生した場

合には,元弁を閉じることによって一次冷却

水の流出を止めることができるので,本来一

次冷却材喪失事故の範ちゅうには入らない。)

叉は加圧器上部の配管破断の場合 (一次冷却

水の流出という現象に着目すれば右加圧器逃

し弁の開放固着と類似の事象である。 )には,

一次冷却系低温測配管の破断の場合よりも炉

心の冷却の確保の観点からは十分な時間的余

裕があるため,格納容器圧力高による高圧注

入系の自動起動,蓄圧注入系の自動作動,充

てんポンプによる一次冷却水の補充,ECC
Sの手動起動による補充により十分炉心の熱

を除去できるので,右のような各場合におい

ても炉′いの冷却は十分確保することができる

のである。

5 原子炉格納容器の隔離について

←)原子炉格納容器の主たる役割は,事

故時において=次冷却材圧カパタングリから

漏洩した放射性物質をその内部に閉じ込める

ことである。

O TMI二 号炉では,一次冷却水が一

次冷却材圧カバウングリ外に漏洩し,ECC
Sが作動しても原子炉格納容器は隔離されず,
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その内部の圧力が高 くなって初めて隔離され

る設計となっている。

∈)本件安全審査においては,本件原子

炉では,原子炉格納容器内の圧力が高くなっ

た場合はもちろんのこと,ECCSの 作動信

号が発せられると同時に原子炉格納容1器を貫

適している各種配管 (ECCS等 の配管を除

く。 )の隔離弁が自動的に閉じ,原子炉格納

容器が隔離されるものであることを確認して

いる(乙第一号証の二 8-122～ 8-1

25ページ )。

したがって:本件原子炉においては,TM

I二号炉のように,原子炉格納容器から大量

の放射性物質が原子炉補助建屋に移送される

ことはないのである。

16 運転操作の誤 りについて   ‐

←)TMI事 故においては,補助給水ポ

ンプの出口側の弁を閉じたまま運転していた

こと,加圧器逃し弁が開放固着しているにも

かかわらず元弁を閉じる操作が遅れたこと,

ECCSの 一うである高圧注入系を加圧器水

位計の指示のみに基づいて停止したり,注入

量を絞ったりしたこと,一次冷却材ポンプを

停止したこと等運転員の操作を含む原子炉の

運転管理面の問題が異常の発生及び事故への

拡大に大きく影響を与えたといわれている。

0 ところで,安全審査は原子炉施設自

体に着目し,それが災害防止上支障がないも

のであるかどうかを判断するものであり,運

転員の操作を含む原子炉の運転管理に係る事

項は保安規定等によって担保されるものであ

るが,原子炉のように複雑かつ高度な技術に

係る施設の安全確保のためには,保安規定等

による運転管理の担保だけでは不十分な点も

生じ得るので:本件安全審査においては,運

転員の手動操作は運転員が十分余裕をもって

操作し得ると認められる場合に限って認める

との審査方針の下に原子炉施設の基本設計な

いし基本的設計方針に係る安全性を審査した

のである。すなわち,本件原子炉におぃては,

① 平常運転にあっては,異常の発生

を防止するため,例えば,出力がある範囲内

で急激に変化しても制御棒等の自動調整によ

って運転が継続できること(乙第一号証の二

8-85ペ ージ )な ど,状態変化が緩やかで

ある原子炉の起動時等を除き,自動:制運転を

行 うことを基本として運転員の操作を極力不

要とするとともに,ま た,例えば,原子炉を

起動するに際して制御棒を急速に引き抜こう

としてもある速度の範囲内でしか引き抜けな

い (乙第一号証の二 10-3ペ ージ )な ど,

運転員の誤操作が重大な異常をもたらすおそ

れのあるものについては,誤操作を排除し得

る設備となっていること,

② 異常が発生した場合にあっては,

これが語操作によるものか,あ るいは機器の

故障等によるものかにかかゎらず,異常の拡

大,事故への発展の防止ができるように,例

えば,何 らかの異常によって原子炉の出力が

異常に上昇した場合には制御棒が引き抜けな

くなる(乙第一号証の二 lo-4～ 10-

5ペ ージ )よ うにしたり,あ るいは前述した

ように,蒸気発生器二次側の水位が通常より

も低下しただけでも原子炉は自動的に停止す

るようにするなど,安全保護装置 (イ ンター

‐ むック,原子炉スクラム等 )が設けられてい

ること,

③ 万一事故の場合にも外部ヽの異常

な放射性物質の放出を防止するために設けら

れている安全防護設備 (ECCS,格 納容器
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等 )については,例えば,前述したように,

ECCSの 一つである高圧注入系を炉′ふの冷
却に必要な限り運転し続けても一次冷却材圧

カパタンダリが損傷しないこと及びその注入

量は手動によっては絞れないことなど,第一

義的には自動的に作動するようになっている

こと,

④ 運転員の操作が必要な場合にあら

ては,例えば,EccSの 手動停止をするに

当っては加圧器の水位だけでなく,一次冷却

系の圧力や温度等原子炉の状態を正確に把握

するに必要なデータが中央制御室に表示され

ることなど,運転員に必要な十分な情報が提

供される設備となっていること (乙第一号証

の二 8-95ペ ージ ),・

などを確認しているのであって,右安全審査

の内容から判断すれば,本件原子炉において

は前記TMI事 故におけるょうな運転操作の

誤りが起こるとは考えられない。

(1頁から続 く)

すなわち,国側の釈明によって,「 本件安全

審査において本件原子炉の基本設計ないし基

本的設計方針につ膝て確認したところから判

断すれば,本件原子炉においてはTMI事 故
のような事象が起こらない」との主張も成立

しなくなるが,右主張も撤回したものと理解

してよいか,′ と。

同時に,住民側準備書面 (3)は ,被告の

準備書面 (2)に ついての追加釈明も要求し

ている。その一つは,被告の書面第四の項に

書かれていて,国側にょって「 基本設計」と

されている各事項に関するものであるも国側

はこれらの事項についても,ス リーマイル島

と伊方とは違うと主張しているものの,文意

不明な箇所や,証拠力薄弱な根拠,さ らには,

全 く証拠の提示されていない“判断
｀
などが

多 く含まれていて,いかにも, とって付けた

ような「 基本的差異 」となっている。住民側

準備書面は,合計 8項目の事項について,国

側がその主張や根拠を明確にするよう要求し

ている。

追加釈明の第二は,国側がその準備書面 (

2)で ,全 くふれなかった原告住民側の主張

についてである。すなわち,水素大量発生の

恐怖,本件安全審査における災害評価の違法

性,お よび本件安全審査委員の適格性の欠如

の二点である。これらの点について準備書面

は,つ ぎのように要求している。「 各主張に

対する認否が欠落しているが,こ のことはこ

れらの控訴人主張を認める趣旨か。そうでな

いとすれば右各主張に対し速やかに認否及び

反論をされたい」とも      ■

きたる第5回公判廷で,釈明事項に対する

国側の答弁が得られるよう,原告住民側は公

判の 2週間前に準備書面を提出した。前回,

居直り姿勢を明確にした被告国側は,住民側

の厳しい問いかけに,ど のょうに答えるので

あろうか。 (事務局 )

tl

13ケ 月ぶ りに 2号炉訴訟再開

原告全員で準備書面の作成を

代理人や代表者を設けず, 33人の原告ひ  始められた伊方原発 2号炉行政訴訟は,昨年

とりひとりが裁判所に異議を申立てる決意で  9月 11日 の第 1回公判以来: 13グ 月ぶ り
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に, きたる10月 29日 に松山地裁で第 2回

公判が開かれることになった。第 1回公判廷

で,原告住民側が,三人の担当裁判官のうち

の岩谷憲―裁判官の忌避を申立て,松山地裁

での却下 (こ とし1月 19日 ), さらには,

高松高裁の抗告棄却 (4月 10日 )の決定を

経る間,公判廷は開かれなかったのである。

さる7月 からの数度にわたる裁判所との話

し合いの結果,再開の日取りが決定した。す

でに原告側からは訴状が,国側から答弁書が

出ているが,第 2回公判廷では,ス リーマイ

ル島原発事故をふまえた原告側の追及が,準

備書面に基いて行われる予定。

原告らにとって,法廷の都度,準備書面を

作ることは大変なので, こんごどうするか未

定だが,第‐2回公判は,ス リーマイル島事故

後最初の法廷なので,国 に対する告発と怨念

をこめた準備書面を作成して提出する準備を

原告全員総がかりで,元気いっぱい進めてい

るとのこと。 (Q)

やっばり そうか
明るみに出た柏木判決の背景

最近発行された朝日新聞労働組合本部新聞

研究委員会編集の「 新研かわら版 」Ⅳに,松

山支局勤務の一記者の,「 伊方裁判の不審な

推移」と題するレポー トが掲載されている。

その中には, これまで,何かもやもやしたも

のがあると予想されていた柏木判決の背景を

うかがわせるような,つ ぎの事実が報告され

ている。

一 伊方原発訴訟一審判決を評して,原告弁

護団は「 政治的判決だ」と言った。あれから

1年余り,今になって当時の松山地裁内部の

異様な雰囲気が,関係者の日から語られ始め

ている。

松山地裁のある職員はこんな話をしてくれ

た。「 判決後,原発を担当した陪席判事が,

こんな屈辱的な思いをしたのは初めてだ, と

言ってましたよ。彼は二人合議の同訴訟担当

判事の中で,最 も長 く審理を担当し,判決文

の下書きを書いた。ところが,胃薬を飲みな

がら書きあげた下書きを,裁判長が徹底的に

朱を入れ書き直した, というんだ。あとは原

発の無事故を祈るしかない, とも言っていた」

この陪席判事がどんな下書 きをしたのか,

知るよしもない。ただ,ス リーマイル島原発

事故の発生が,無事故を祈る彼をさらに苦し

めたであろうことは,推測にかたくない。

(以下略 )―――― (事務局 )

費
豚
一会 26,000

75,200

43,000

50,000

23,000

W

し

支出

ニュース印刷代

郵送料

振替数料

コピー料金

資料費

217,200

28,000

10,560

790

44,000

9,900

計

差引

借入金合計

計      93,250

123,950

(借入金返済に充当 )

ト

会計報告 ('79.8/19～ 7/18)

ニュース購読料

準備書面売上金

カンパ

コピー代金
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